
男性育休で 

職場は変わる！ 

かな？ 
実教出版労働組合 北見昌彦 
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実教出版株式会社の現況 

高等学校向けの教科書発行する出版社 

家庭科の教科書・教材も発行し，私は
その編修担当 

総勢約150名程度。職場の人数は10名弱。 

男性が7割以上。女性管理職も増えつつ
ある。 
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実教出版労働組合の現況 

慣行ユニオンショップ（組合員数約130名） 

上部団体 日本出版労働組合連合会 

 →教科書労働組合共闘会議（教闘委） 

  ・9つの教科書会社の組合から構成 

  ・労働条件の大枠を議論し要求化（統一要   

   求）し，交渉，協定化する 
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育児関連の統一要求のポイント 

法定を上回る 

職場の声をもとに練り上げる 

使いやすい制度 
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2022春闘 統一要求 

10．育児休暇 

（1）育児のための休暇制度および労働時間短縮の制度を新設する
こと。 

（2）制度が設けられている場合は，以下の項目について改善する
こと。 

① 休暇制度について，当面条件を次のようにすること。 

 ア 制度利用の対象は，雇用形態のいかんを問わず，育児のために
休業することを希望する社員であって，1歳に満たない子（同性
パートナーの子を含む，以下同じ）と同居し養育する者で，休暇期
間経過後も引き続き雇用されることが見込まれる従業員とすること。 

 イ 期間は，子が満1歳に達した翌年度の4月15日までとし，翌年度
の4月15日で改正育児・介護休業法に定められた期間に達しない場
合は，子が満1歳6か月に達するまでとすること。さらに，この期間
に達した時点で，本人の申し出があった場合，最長2歳までとする
こと。 
なお，定められた期間内であれば，断続的な休暇取得も可能とする
こと。 
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2022春闘 統一要求（続き） 

ウ 賃金は，雇用保険から給付される育児休業
給付金を含め，基本給の80％を保障すること。
また，育児休暇に入った月と終わる月は全額保
障すること。一時金については全額保障するこ
と。 

エ 休暇中の地方税については，会社が一時立
て替えるものとすること。 

オ 休暇取得期間は，勤続年数に加算すること。 
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2022春闘 統一要求（続き） 

② 労働時間短縮制度について，条件を次のように
すること。 

育児時短について，1日につき1時間（分割可）の育児
時短制度を小学校卒業までの間，設けること。また，
育児時短中の賃金・一時金は全額保障すること。 

（3）子の看護のための休暇制度を新設・改善すること。
なお，制度利用にあたっては当面条件を次のようにする
こと。 

 ア 日数は，子1人あたり年10労働日とすること。 

 イ 休暇取得の期間を小学校卒業までとすること。 

 ウ 賃金・一時金については全額保障すること。 
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実教労組の到達点（協定書より） 
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育児休暇取得したワケ 

 A) 劇的に変化する最初の数週間を妻に独占されるのはもったい
ない！悔しい！こんなチャンスはもうない（はず）というのが
最大の理由。  

 B) 足かけ2 ヶ月までなら賃金保障があり，家計への影響はない。  

 C) 編修担当している家庭科資料集では「男性の育児休暇取得率
が低い」と問題提起しており，「先ず隗より始めよ」と神の啓
示が下った  

 D) 会社も次世代育成行動計画に複数の男性育休取得者を目標と
しているので，ぜひ協力したい（^∇^） 

 E) 新年度を迎え，業務上も供給本完本直後でややゆとりがあり，
執行委的にも春闘終了後という絶妙のタイミングであったこと 

（女性部の機関誌に寄せた文章より） 
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組合内男性取得率の向上の先駆けに
なれば… 

 

 →現在では，男性も育休取得す
る人は珍しくはない。ただし，2

か月未完に限られるのが実情。 
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今後の課題 

 取得しやすい職場と，そうでない職場 

 

 充実する制度の一方で・・・ 

 

 改正育休法への組合としての立ち位置 
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